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     In recent years, the flood in urban areas is a problem because of global warming. It's also because of 
urban development that prevents rain from permeating the ground. In fact, as compared with the past, 
concentrated heavy rain is easy to be generated about 1.5 times now. On the other hand, a lot of people are not 
known to the risk well. In this study, it aims to analyze the flood in urban areas and propose a flood control 
measures. 
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１．	 研究の背景と目的 
近年、地球温暖化などの影響により、豪雨による浸水
被害が増加している。都市部では、ゲリラ豪雨や局所的
豪雨が頻繁に発生し、経済的な打撃も深刻な問題である。
そこで本研究では、都市部で豪雨による被害が増加して
いる原因を解明し、浸水災害の脅威と人々の意識の低さ
とのかい離を埋める解決策を提案することを目的とする。	 
 
２．	 都市型内水氾濫の現状 
（１）増加する集中豪雨の発生頻度 
日本における降雨量は年ごとの変動が大きく、明確に
増加もしくは減少しているとは言いがたい状況にある。
一方、１時間あたり 50mm を超す集中豪雨の発生回数は増
加傾向にある。1998 年から 2008 年までの平均値は年間
239 回発生しており、1976 年から 1986 年までの 160 回と
比較すると、約 1.5 倍に増加していることが分かる。	 
	 
図１	 １時間降水量 50mm 以上の発生頻度の推移	 
（２）外水氾濫と内水氾濫 
降雨が排水できずに発生する水害の形態には、大きく
分けて外水氾濫と内水氾濫がある。外水氾濫とは、河川
の水位が上昇して起こる水害のことである。大量の水が
速い速度で一気に市街地へと流れ込み、わずかな時間で
住宅などの浸水や人的被害が起こるという特徴がある。	 
一方、内水とは市街地に降った雨水を指し、降雨が下
水道や側溝から発生するする氾濫を内水氾濫と言う。通
常であれば内水は下水道の雨水管やポンプ施設によって
河川へと排水されるが、降雨量が施設の排水処理能力を
上回ってしまうと内水の水はけが悪くなり、敷地や建物
及び道路などに浸水被害をもたらしてしまう。特に、最
近はゲリラ豪雨のような局地的な豪雨が頻発し、内水氾
濫による被害が増えている。水を通さないコンクリート
やアスファルトによって、地下空間の利用が進んでいる
都市部では下水道に大量の雨水が一気に流れ込み、大き
な被害を引き起こす恐れがある。つまり、内水氾濫は、
高度経済成長期の急激な市街地化が発生の原因の一つと
して考えられる。市街地化が原因で降雨が地下に浸透せ
ずに低地に流れ込み、下水道は排水能力を超えやすくな
ったと言える。	 
（３）増加する経済的損失 
以前から大きな河川からの外水氾濫の被害が深刻だっ
た日本では、河川の改修工事や護岸工事に多大な予算が
割り当てられた。改修工事が行われたことで、家屋の流
出や人命が失われる大規模な水害は減少した。1988 年か
ら 1992 年では、平均で 50000 ヘクタール以上あったこと
に対して 2003 年から 2007 年の平均では、30000 ヘクター
ルを下回り、半分程度に減少していることが分かる。 
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一方、水害被害額の推移を見ると、1988 年から 1992
年の平均年間被害額が 1600 億円であることに比べ、2003
年から 2007 年の平均は 3500 億円を超えていることが分
かる。これは、地球温暖化により局所的豪雨やゲリラ豪
雨が頻繁に発生するようになったことで、都市部におけ
る内水氾濫の被害が増加していることが原因として考え
られる 
 
図２	 浸水面積の推移	 
 
図３	 一般被害額の推移	 
 
全国的には浸水災害は外水氾濫による被害額と内水氾
濫による被害額はほとんど同じであるが、東京都では、
内水氾濫による被害が都全体の被害額の９割以上を占め
ている。これは、高度経済成長期以降の急激に市街地化
した東京都では、土地利用における不浸透性の地表面積
の占める割合が大きく、下水道の排水能力不足などで起
こる内水氾濫の被害が増加していることが原因であると
言える。	 
	 
図４	 水害原因別被害額の割合（平成 19 年）	 
	 
３．	 予想浸水地域を対象とした氾濫原因の仮説立
て 
（１）市街地化の推移 
本研究では、過去 20 年間のうち、頻繁に水害の被害を
受けている練馬区南東地域における石神井川流域を研究
範囲とした。	 
市街地面積率は昭和初期時点で 19.2％であったが、高
度経済成長期以降の急激な市街地化により、1993 年時点
では 87％となり、現在はその大部分が不透水性の地表面
によって覆われている。	 
本研究では、過去 20 年間で５回もの被害経験のある、
練馬区桜台３丁目の周辺地域についての考察を述べる。	 
	 
	 
図５	 市街地面積率の経年変化	 
	 
	 
図６	 練馬区石神井川流域の同地点での比較	 
	 
（２）練馬区桜台３丁目における経年変化 
練馬区には太古から人が居住しており、これまで数多
くの遺跡が発見されている。そこで、昭和 58 年、昭和 32
年、そして明治 42 年の地形図に照らし合わせると以下の
ようになる。	 
昭和 58 年の桜台３丁目周辺地域は河川の近隣も含め、
ほぼ全ての地域で市街地化が完了している。昭和 32 年の
高度経済成長期に近い時代では市街地化は台地側から進
んでいるが、河川の付近や地形的に低い地域は市街地化
されていないことが分かる。高度経済成長期以前は、多
くの地域で宅地開発がなされていない畑地である。つま
り、桜台３丁目は、高度経済成長期に市街地化した地域
の一つであることが分かる。	 
	 
Hosei University Repository
	 
図７	 昭和 58 年の練馬区桜台３丁目	 
	 
	 
図８	 昭和 32	 年の練馬区桜台３丁目	 
	 
	 
図９	 明治 42	 年の練馬区桜台３丁目	 
	 
（３）窪地と旧河川道 
市街地化の推移と同様に、地形的な特徴を時系列的に
考察する。低地になっている地域を塗りつぶすと以下の
地図のようになる。多くの遺跡が台地と低地の縁辺に沿
って存在していることが分かる。また、遺跡は河川や海
辺で発見されていることから、低地の地域には河川が流
れ、入江が存在していたと推測できる。また、地形的に
は明治時代から現在まで、ほとんど変化していない。つ
まり、以前は河川であった地域を市街地化した結果、降
雨が地下に浸透しせずに周囲から流入するため、下水道
の処理能力が限界を超えやすくなったと考えられる。	 
	 
	 
	 
図 10	 昭和 58 年の練馬区桜台３丁目	 
	 
	 
図 11	 昭和 32	 年の練馬区桜台３丁目	 
	 
	 
図 12	 明治 42	 年の練馬区桜台３丁目	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中小河川から分岐した支流は、昭和 30 年前後に起きた
大規模な水害により、排水機能専用の下水道として暗渠
化された。現在では、市街地化によって住居が増えたこ
とをきっかけに、生活道路として利用されている場合が
多い。このような旧河川道は水路敷とも言われ、車が進
入することの出来ない程幅員が狭く、通学路等の生活道
路として多くの人々に利用されているが、過去に河川が
存在していたという面影は残っていない。	 
	 
	 
図 13	 水路敷と生活道路	 
	 
この水路敷や旧河川道であった地域と、過去に 3 回以
上浸水被害を経験している地域を地図上に割り当てると
被害に遭いやすい地域の多くは旧河川道であると理解で
きる。このような地域は見えない内水氾濫の危険因子が
潜んでいるものと考えられる。以下に水路敷・旧河川道
と過去３回以上水害経験を持つ地域を色分けした図を示
す。	 
	 
	 
図 14	 水路敷と過去３回以上水害経験を持つ地域	 
（４）氾濫原因のまとめ 
以上の考察から、都市型水害は、高度経済成長期にお
ける中小河川の暗渠化や周辺の市街地化と大きく関係し
ていることが仮説として立てられる。暗渠化された河川
は太古から存在していたと考えられ、人工的に加えられ
た圧力が積み重なり、近代化の代償として氾濫を引き起
こす結果となった。	 
河川の近隣ではなくとも、１〜２m 程度の高低差がある
窪地は内水氾濫の危険性があるが、暗渠化によって地形
的な高低差の認知が困難な状況にある。暗渠化された地
域は生活道路として利用されるようになった結果、住民
の水害に対する危機感が薄れる問題を顕在化させた。今
後、大規模な豪雨が発生すると予測されるが、対応の遅
れから深刻な被害を被る恐れがある。	 
	 
	 
図 15	 時代ごとに地図を重ねた図	 
 
４．	 予測浸水地域における内水氾濫解析	 
（１）内水氾濫解析概要 
過去の水害履歴を基に、古地図や地形図等の地理的要
因から内水氾濫が発生する原因の仮説を立てた。同様の
地域において内水氾濫の解析を行うことで、実際の氾濫
予測を行った。また、氾濫が発生する過程を求めること
で、解決策の参考となる情報を得ることを目的とする	 
Hosei University Repository
	 
図 16	 解析した練馬区桜台３丁目周辺と下水道分布図	 
 
（２）解析モデルの条件 
解析には、国土交通省国土技術政策総合研究所が提供
している「NILIM2.0 都市域氾濫解析モデル」を汎用的な
ソフトウェアとして販売している五大開発株式会社の
「氾濫解析シミュレーション	 都市氾濫	 内水編」を用い
て検証した。 
内水氾濫編では、指定した雨量の下水道管路内の流入
や水位を基に解析される。下水道データは、管路規模緒
元、人孔緒元、下端水位データ、ポンプ等の値を、氾濫
原データは、降雨データ、盛土、内水排除ポンプ設定、
地盤高、水路高、地表面の底面粗度係数、建物占有率等
をそれぞれ入力して解析を行った。 
（３）解析モデルの考慮項目 
解析スピードと解析精度を考慮し、25m、10m メッシュ
の２種類による解析を行った。地図データは、国土地理
院が管理している基盤地図情報のシェープファイルを利
用し、地盤高も上記と同様に、基盤地図情報の 10m メッ
シュ標高を利用した。建物占有率は、地図データ内に記
載されている建物の面積データ「bldA.shp」を用いた自動
計算（＝建物の面積÷メッシュの面積×100）を利用した。 
底面粗度係数は、国土交通省国土政策局が管理してい
る国土数値情報土地利用細分メッシュデータを利用した。 
また、排水路については、本研究で解析を行った地域
においては、幅が１m 以上の排水路が確認されなかった
ため、設置検討せず解析を行った。 
下水道データは東京都下水道台帳の 1/500 縮図より抜
粋した。 
（４）降雨条件 
降雨データは、東京都のハザードマップで用いられて
いる、2000 年 9 月 11 日から 12 日に観測された東海豪雨
（総降雨量 589mm）のデータを利用することで解析の信頼
性を高めた。降雨データは、気象庁で公開されている時
間当たり雨量を利用した。 
 
 
図 17	 合弁式下水道の入力データ	 
 
 
図 18	 東海豪雨の降雨量	 
	 
 
図 19	 練馬区浸水ハザードマップでの結果	 
 
（５）解析結果 
a) 25m メッシュの解析結果	 
以下に 25m メッシュにおける解析結果の最大浸水深を
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示す。四角で囲っている左上部と上部の二箇所に関して
は、解析範囲外に降雨が流出されず解析範囲の側面に降
雨が溜まってしまったと考えられ、本解析では考慮に入
れないものとする。内水氾濫は局所的に起るケースが多
いため、25m メッシュでは内水氾濫が起きた箇所が少ない
結果となったと言える。氾濫が確認された地域は、かつ
て河川が流れていたと考えられている地域であり、同地
域において 0.1〜0.3m の浸水が記録されている。	 
また、両地域とも旧河川道であるだけでなく、周辺地
域において下水道管が幹線として機能していることから、
集中豪雨による下水道の処理能力の限界を招いた結果と
して内水氾濫が発生した。	 
	 
	 
図 20	 25m メッシュ解析における最大浸水深	 
	 
b) 10m メッシュの解析結果	 
以下に 10m メッシュにおける解析結果の最大浸水深を
示す。25m メッシュの解析結果と同じように、旧河川道
であるとされる地域において内水氾濫が発生する結果を
得ることができた。これは、練馬区が公開している浸水
ハザードマップと等しい箇所において氾濫が発生してい
ると言え、どちらの解析結果も正しい結果を得られたと
言える。 
更に、50m メッシュで作成されている練馬区浸水ハザ
ードマップと比較して 10m メッシュの場合は解析密度が
高く、より精度の高い成果を得ることができ、最大１m
以上浸水する結果となった。また、25m メッシュの解析
結果と同様に、四角で囲っている左上部と上部の二箇所
は考慮の対象外とする。 
10m メッシュでは、内水氾濫の発生プロセスが明確化
されたため、氾濫が発生する瞬間もとらえることができ
た。６時間程降雨が続き、降雨量が最大に近い 12 日の 18
時 20 分頃に最初の氾濫が発生した。 
 
図 21	 10m メッシュ解析における最大浸水深	 
	 
（６）氾濫源と氾濫発生プロセスの考察 
10m メッシュにおける解析結果を下に、氾濫源と内水
氾濫の発生プロセスを考察する。 
氾濫源は、図 21 で丸く示した地域で、東側は桜台２丁
目の 11 番地と 12 番地、19 番地のある交差点（氾濫源１）
であり、西側は、桜台３丁目の 37 番地、33 番地、そして
区立開進第三中学校のある交差点（氾濫源２）であるこ
とが分かる。また、桜台２丁目の 49 番地付近（図 49 中
央）（氾濫源３）と２丁目の 1 番地（同右下）（氾濫源
４）でも氾濫が確認された。 
以下に 10m メッシュにおける解析結果の浸水深の推移
を、16 時 50 分から 19 時 30 分まで 20 分間隔で示す。最
初の氾濫は氾濫源１において確認され、3 時 40 分頃に氾
濫源のある通りで 0.20m〜0.30m の浸水被害が発生した。
氾濫した降雨は窪地に沿って河川方面へ流れ、発生から
40 分後の 4 時 20 分頃に河川へ到達した。 
その後、同様な氾濫が、5 時 50 分頃、14 時 10 分頃、
16 時 50 分頃も確認され、17 時 10 分頃に初めて氾濫源２
で 0.10m〜0.20m の浸水被害が確認された。 
氾濫源１では、断続的に時間当たり 30mm を超す降雨
が続いたため、16 時 50 分頃に浸水被害が確認されてから、
氾濫した降雨が排水されなくなった。そして、氾濫源を
中心に浸水被害は地形に沿って徐々に拡大し、18 時 20
分頃には最大１m を超す浸水被害が確認された。この頃、
氾濫源２、氾濫源３、氾濫源４においても浸水被害が確
認された。19 時に時間あたり 93mm の最大降雨量を観測
した 18 時 50 分頃、浸水の最大値に到達した。 
氾濫源において、浸水深が１m を記録してから約２時
間のあいだ、浸水した水は引くことはなかった。一度氾
濫すると、被害を抑制することは難しく、浸水する前に、
氾濫の危険性を住民へ伝達することが重要である。 
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図 22	 10m メッシュ解析における浸水深の推移	 
 
５．	 都市型水害対策提案	 
（１）階層別対策の提案 
本研究では、内水氾濫の危険性のある練馬区桜台３丁
目を解析対象地とし選定した。解析結果から、地形の共
通点を見いだすことで、対策方法を階層別に提案する。
図 23 に階層別対策の全体像を示す。	 
a) 階層１	 
階層解析結果より、氾濫源はある程度限定された地域
であることが分かる。そこで、氾濫源の周辺や、降雨が
溜まりやすく氾濫する可能性の高いアンダーパスといっ
た局所的な地域を指す。階層１では、地域で最初に氾濫
する恐れがあることから、内水氾濫が発生する以前に、
住民に伝達する方法や、氾濫後も直感的に危険性を認知
させる対策が必要であると言える。また、氾濫箇所も限
られることから、自立型の警告灯による注意喚起などの
対策方法が望ましいと考えられる。 
b) 階層２	 
階層１で氾濫した降雨は、地形に沿って浸水領域が拡
大していく。このような、浸水領域が氾濫源から拡大し
た周辺地域を指す。階層２では、階層１と比較して広範
囲であるため、地域ごとにネットワークを構築すること
が要点となる。 
階層１、階層２においては、対象地域内で生活する住
民だけでなく、偶然通りかかった外来者も対象として対
策の検討が求められる。 
c) 階層３	 
大規模な水害へとつながる危険性のある地域を指す。
具体的には、不特定多数の人々が行き交う地下街や地下
鉄や、荒川や隅田川等の巨大河川の外水氾濫が挙げられ
る。階層３では、不特定多数の人々を対象者として考え
なくてはならないため、より直感的な対策が求められる。 
図 24 に階層１と階層２は密接に関係図を示す。 
 
 
図 23	 階層別対策の全体像	 
 
 
図 24	 階層１と階層２における全体像	 
 
（２）階層１における解決策の提案 
階層１では、窪地やアンダーパスとなっている旧河川
道など局所的に危険であると考えられる地域の解決を目
的とする。豪雨時でも安定的に対応できるように、自立
型の警告灯で有線によるセンサリングを採用する。また、
雨音ではサイレンなどの警告音は聞こえない恐れがある
ことから、光による視覚的な警告方法で行う。旧河川道
の付近には住居が密集することから、必要以上に住民へ
の恐怖心を煽らない表示が求められる。 
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階層１において重要な点をまとめると以下の項目のよ
うになる。 
a) 自立型の警告灯	 
b) 安定した通信ができる優先による接続	 
c) 光による警告方法	 
d) 住民を刺激せず危険性を伝達する方法	 
住民により早く避難を促すためには、氾濫をする前に
センサリングして規定値を超えた時点で警告する必要が
ある。そこで、第一段階の検討モデルでは、氾濫源であ
ると思われる下水道に水位センサを設置し、警告灯に有
線で接続する仕様が望ましいと考えられる。設計は東京
都にある坂標識を参考にし、設置場所を選ばないサイズ
としている。また、警告には視認性の高い回転灯を採用
する。 
 
 
図 25	 検討モデル１	 
	 
検討モデルの第二段階では、街路灯に警告灯を付加さ
せたものを設計した。氾濫源の多くは窪地になっている
地域であることを考慮し、非常灯を高い位置に設置して
視認性を高めた。支柱を内側に 10°程度凹ませることで、
視認性の高い形状とした。また、警告灯の下部には、日
常的に危険性を認知させるために、ハザードマップで公
表されている予測水位を、直感的に分かりやすいように
実寸と同様の高さに表示した。 
このモデルでは、簡易設置を目的とした設計であるた
め、水位センサを地上に設置した。位置は、成人男性が
水中で安全に避難できる目安をもとに、10cm、50cm、
100cm の高さに設置する仕様とした。今後は、ケーブル
テレビやスマートフォンとの連携を図ることで、家の中
でも容易に情報取得が可能になると考えられる。 
 
 
図 26	 検討モデル２	 
	 
 
図 27	 予測水位の表示	 
 
 
図 28	 安全に避難できる目安	 
 
（３）階層２における解決策の提案 
解析結果より、氾濫した雨水は地形に沿って浸水範囲
が拡大していく。階層２では、階層１のセンサリングデ
ータや気象情報をネットワーク化し近隣へ伝達すること
を目的とする。 
通信には、通信会社が提供しているパケット通信を用
いた ASP 型サービスの利用を想定する。パケット通信と
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は、火災報知器や雨量計等の各種センサにモジュールを
組み込んだ危機管理ユニットや、小型 GPS モジュールと
組み合わせた位置情報ユニットに用いられる通信方法で
あり、豪雨時の通信の安定性が期待できる。今後は、通
信モジュールを搭載したモデルによる考察を行い、設計
や設置位置を検討する。 
また、第２階層では、スマートフォンを利用したアプ
リを提案する。近年、ソーシャルネットワーク（SNS）の
流行により、SNS へ写真を投稿する機会が増加している。
非日常的な道路冠水や氾濫の写真を投稿するユーザも出
現しており、これらは気象情報の一つであると言える。
また、人口密度の高い都市部における投稿は一般的な気
象情報より細かい密度での氾濫予測が可能であると考え
られる。そこで、一般人による浸水の投稿アプリの提案
を行う。アプリの機能は主に、写真撮影、コメント付加、
マップ表示、フィード（ユーザのタイムライン）の４種
類を検討している。 
 
	 
図 29	 アプリの機能一覧	 
	 
	 
図 30	 ブラウザで閲覧可能なマップサービス	 
（４）階層３における解決策の提案 
階層３では、地下空間における対策を提案する。地下
空間では地上での様子が分からず、異常事態が迫ってい
ても危険性を過小評価する傾向にある。これを正常性バ
イアスと呼び、対応の遅れによるヒューマンエラーが置
きやすいと言える。そこで、第３階層ではプロジェクシ
ョンマッピングの技法を利用し、直感的に危険性を伝達
する雨量の可視化システムを提案する。可視化のアニメ
ーション作成には Processing を利用し、波紋をモチーフと
して降雨量と連携させプロジェクターで投影する仕組み
とする。 
 
 
図 31	 投影する波紋のイメージ 
 
 
図 32	 プロジェクターからの投影検討 
 
６．	 階層別対策まとめ	 
浸水被害を３つの階層に分けて、各階層の特徴を考慮
しながら対策方法を検討してきた。第１階層は、暗渠化
された旧河川道である窪地やアンダーパスにおいて氾濫
源になる可能性のある地域を指す。この階層では、通信
の不安定な状況下で確実に且つ迅速に情報伝達すること
を目的とした自立型の警告灯を設置する提案をした。	 
第２階層は、第１階層で氾濫した雨水により浸水被害
を被る恐れのある地域全体を指し、対象地域の降雨情報
やセンサリングデータをネットワーク化することで、詳
細な情報提供が可能になると考えられる。また、住民や
自動車によるビッグデータを利用することで、より細か
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な氾濫予測ができるようになると期待できる。	 
第３階層は、地下鉄や地下街など不特定多数の人々が
被害に巻き込まれる可能性のある箇所を指し、全ての階
層の中で最も深刻な被害を被る恐れがあると言える。地
下空間における水害の危険性は周知されている一方、具
体的にはハードによる対策が先行し、ソフトによる対策
が疎かなことが現状である。そこで、この階層では、氾
濫発生が認知し難い環境において直感的に浸水被害の危
険性を伝えることができる対策を検討した。水害に遭遇
した通行人が、パニック状態に陥らず迅速に避難行動を
取るよう情報伝達することが、検討する上で最重要課題
になる。また、地下空間の水害だけでなく、荒川や隅田
川など巨大河川の外水氾濫も含まれる第３階層では、浸
水による被害が特に深刻になると予測されており、より
的確な情報提供と避難誘導を要する。	 
本研究では、全ての階層においてソフトによる対策を
主とした展開をし、情報提供とネットワーク化の重要性
を示した。正常性バイアスによって危機感を持たない
人々をパニック状態に陥らせることなく適切に誘導する
ことが、これからの水害対策に求められるのである。今
回の提案では五つの対策提案を行ったが、複数の条件下
において、より適切な解決策を見いだすことが今後の課
題である。また、被験者を用いた検証実験を行い、情報
提供の有用性を検討する必要があると考える。	 
	 
７．	 結論と今後の課題	 
本研究は近年増加する都市型水害の予測と解決策の提
案を目的とし、過去の氾濫実績や地形図などを利用した
調査から以下の結果を得ることができた。	 
a) 都市型水害の危険性のある地域は過去に河川が流れ
ていたこと（旧河川道）と高度経済成長期における
急激な市街地化が影響している。	 
b) 旧河川道は市街地化されている一方で地形的な変化
はなく、近隣と１m 程度の高低差で内水氾濫が発生す
る恐れがある。	 
c) 氾濫源から溢れた雨水は地形に沿って流れ、近隣地
域へも影響を及ぼす。また、降雨量によるが、一度
氾濫すると水が引くのに数時間を要する場合がある。	 
d) 人工的に作られた地下空間は都市型水害の被害を被
りやすいと言える。	 
以上、内水氾濫の発生する原因と予測を考察し、直感
的に危険性を伝達する都市型水害対策を階層ごとに分け
て検討してきた。今後の検討としては、他の地域におけ
る降雨解析を行い、氾濫予測の信頼性を高める必要があ
ると考えられる。また、対策の提案に関して、各階層に
おけるより具体的な対策を検討して検証実験を行う。	 
今後、地球温暖化による集中豪雨発生の増加や下水道
等インフラの老朽化により、都市部の各地において都市
型内水氾濫による被害が問題となると考えられる。特に
東京都は、江戸時代以前に多くの河川が存在していた凸
凹の地形をしており、内水氾濫の危険性が高いと言える。
日本経済の中枢である東京都で大規模な水害が発生する
と、莫大な経済的損失を引き起こすと推測される。本研
究を通じ、住民が水害の危険性を知るきっかけを作り被
害の軽減に貢献できれば幸いである。	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